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資料
台湾総統選挙と今後の中台経済関係
-3回目を迎えた総統選挙と台湾政局一
石
? ?
はじめに
2004年 3 月 20 日に台湾で第11期総統選挙が行われ、投票の結果は民主進歩党の陳水扁• 呂秀蓮組
が中国国民党主席の連戦・親民党主席の宋楚喩のペアーを僅差で破り当選した。両陣営の得票差は
僅か 3万票の0.22857%であり、ニニ八事件の57周年にあたる本年 2月28日に「人間の鎖デモ」に
約200余万人が参加し、「台湾イエス、中国ノー」と気勢を上げたが、そのニ二八事件を象徴するか
のように、 0.22857という数値が揃ったのは偶然とはいえ驚くべきことであった。また、公民（国
民）投票は、野党のボイコットもあり、投票総数が有権者総数の過半数に達せず成立しなかった。
そこで、本稿では台湾発行の新聞など最新資料からこの総統選挙をできるだけ詳細に紹介したい
と考える。
I . 総統選挙の意義と課題
発展途上国経済の考察において、当該国の政治・社会・歴史・文化はしばしば経済に大きな影磐
を与えており、これを無視することはできない。台湾は長期にわたり戒厳令が敷かれ、国民党独裁
体制が存続してきたが、戒厳令解除とともに対中貿易と対中投資を積極的に行うようになり、台湾
経済の対中依存は急速に拡大している。しかし、民主化の進展とともに本土化（自立化）の勢いが
強まり、経済の対中依存と政治の本土化という二律背反は拡大してきた。その一方で、中国は台湾
国内政治に関心を示し、選挙があれば中国高官や国務院台湾餅事処は台湾に向けて必ず脅しとも取
れる発言や台湾海峡での軍事演習を行ってきた。今回の総統選挙において「武嚇」はなかったも
の、「文攻」はアメリカや日本・フランスまで巻き込むものであった。それゆえ、台湾の総統選挙
が今後の中台経済関係にどのような影態を与えるのか、小論ではこの点を考察したいと考える。
今回の総統直接選挙は1996年と2000年に続く、主権在民のルールのもとで実施された 3回目の選
挙であり、選挙活動はすでに 1年前から始まっていた。しかし、投票の結果が出るまでどの候補が
当選するのかは予測できず、表1のように各メディアの民意調査はそれぞれの政治的立場に都合の
よい数値を報道してきた 1)。それにしても、 40年もの長期にわたって国民党が国家を指導する「党
国体制」、つまり長期にわたり国民党独裁体制が続いてきた台湾において、民主化が確実に進展し
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表 1 『聯合報』と『中国時報』による総統候補支持アンケート調査 （単位：％）
調査時期 陳呂 連宋 未定 調査時期 陳呂 連宋 未定
03/08/06 31 42 27 03/04/18 26 51 23 
03/09/18 32 46 22 03/06/26 35 43 22 
03/10/18 36 42 22 03/08/28 31 42 27 
03/11/11 38 42 20 03/09/29 30 41 29 
03/11/18 34 41 25 03/10/26 28 41 31 
03/11/28 34 42 24 03/11/05 35 34 31 
03/12/09 39 40 21 03/11/20 33 35 32 
03/12/12 39 45 16 03/12/05 34 36 30 
03/12/26 38 41 21 03/12/13 35 34 31 
04/01/05 38 44 18 03/12/19 31 36 33 
04/01/17 35 42 23 03/12/26 36 34 30 
04/01/30 37 40 23 04/01/03 35 35 31 
04/02/06 36 40 24 04/01/19 35 37 28 
04/02/13 37 41 22 04/02/20 40 43 17 
04/03/08 38 41 21 04/03/06 40 38 22 
出所）「聯合報』 (2004年2月14日）と『中国時報』 (2004年3月5日）を中心に両紙の記事より作成。
定着したことは高く評価されるべきことである。しかし、残念ながら国際政治の利害と思惑がうご
めき、わが国においても台湾の民主化を素直に評価しようとする政治家や研究者はまだ多くない。
また、海峡を挟んで台湾無視と憫喝が横行してきたのも事実である。
総統・副総統選挙は、与党・民進党の陳呂組（乏緑軍、緑色連盟）が野党連合の連宋組（：：乏藍
軍、藍色連盟）を破って当選した。緑色連盟は「民主台湾」「平和台湾」「繁栄台湾」を謳い、対中
関係を軸に「一辺一国」（台湾と中国は別々の国）を前面に出し、藍色連盟は「無能な陳政権」か
ら「二度目の政権交代」、あるいは「政権を交代させ、台湾を救おう」をスローガンに、緑色連盟
の中国対決姿勢は危険であると選挙民の不安を煽り、当選すれば中台関係の安定を目指すとして、
主権の棚上げと「一つの中国」を軸に闘ってきた。 11月以降になると、両陣営の対立軸は対中関係
ヘシフトし、静観していた中国当局もアメリカや日本・フランスなどの「友好国」 2)、在中台湾企
業協会を通じて台湾に圧力を加え、あるいは台湾ビジネスマンをスパイとして拘束したりした 3)。
ところで、筆者は 3月15日から 3月28日までの 2週問台湾に滞在し、総統選挙の動向と投票後に
「選挙無効」を叫びケタガラン大通りで傍若無人な「抗議行動」を行う連宋支持者を見てきた。ま
た、台湾の識者や友人たちと選挙動向や選挙結果について意見交換を行い、テレビが放送する「抗
議活動」や討論番組を毎夜遅くまで視聴してきた。そこで、小論では総統選挙の動向と投票結果を
整理するとともに、今回の総統選挙が持つ意味を確認し、今後の中台関係について考察したいと考
える。特に、総統選挙はアジアの発展と安定に大きな影評を与えることから、日本の対中戦略や対
台湾戦略についても言及したいと考える。
I. 第11期総統選挙の得票数と得票率
今回は従来のような中国からの「文攻武嚇」はなかったが、台湾ビジネスマンをスパイとして拘
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束し八胡錦濤国家主席は12月25日に座談会出席のために北京を訪問した中国各地の台湾企業協会
長らと会見して、「いかなる形式の台湾独立分裂活動にも強く反対し、いかなる人物がいかなる方
式によって台湾を中国から分割させることにも反対する」と圧力をかけたと伝えられている 5)。ま
た、投票日前日に与党の陳水扁総統候補と呂秀蓮副総統候補が台南で選挙活動中に銃撃されるとい
う突発的事件が発生した。しかしながら、台湾の有権者は動揺することなく自らの権利を行使し、
選挙は混乱なく実施された。台湾有権者の良識ある行動を高く評価したい。
さて、選挙結果を見ると、有権者は1650万7179人、そのうち投票総数は1325万1719票、投票率は
80.28%であり、 2004年度の82.69%と比較すると2.41ポイント減となった。有効投票総数は1291万
4422票で無効票は33万7279票であった。ところで、無効票が投票総数の2.55%を占め、 2000年総統
選挙の12万2278票よりも 3倍近くと多いことから、連宋組は今回の選挙を「不公平」であると主張
する一つの根拠にしている。つまり、陳呂組と連宋組の票差が2万9518票であるのに対して、無効
票の多いことを問題にした 6)。しかし、これは投票ボイコットを勧める「百万廃票連盟」の運動成
果であり、もう一つは中央選挙委員会が無効票の規準を厳密にしたことによるもので、「不公平選
挙」によるものではない 7)。しかも、無効票の多かったのは、人口が集中している台北県 (5万
2948票）・桃園県 (3万838票）・台北市 (3万789票）．彰化県 (2万6288票）・高雄県 (2万1903
票）であり、高雄県を除く 4県市は藍色連盟の強い地域でもある8¥
陳呂組は647万1970票を獲得し、どの県市においても票数を大きく伸ばした。連宋組は644万2452
票で、既述したごとくその票差は 2万9518票となり、各陣営の得票率はそれぞれ50.114%と
49.886%、その差は0.228%であった。ということは、両陣営の闘いは激戦であったことを物語る。
投票後に連宋組が素直に負けを認めず、「当選無効」と「選挙無効」を主張する気持ちも分からな
いではないが、 1票差であっても負けは負けであり、連宋組はこの事実を素直に受け入れるべきで
あろう。サッカーの試合で応援するチームが負けたからといって暴力行為にはしるフーリガンと同
じでは、台湾の民主主義はまだ成熟していないということになる。
表2の各県市別得票数を見ると、緑色連盟は2000年の第10期総統選挙に比して全ての県市におい
て得票率と得票数を伸ばし、藍色連盟は全ての県市で得票率と得票数を減少させた。具体的には、
緑色連盟は得票率を2000年の39.30%から今回の50.11%と10.81ポイント増加させ、得票数では149
万4273票増とし、藍色連盟は2000年の59.94%から49.89%と10.05ポイント減少させ、得票数で114
万8033票の減少である。ただ、台湾における族群（エスニック・グループ）の対立は厳然と存在し
ており、外省人の多い台湾北部（台北県・台北市・基隆市）、客家居住区（桃園県・新竹県・新竹
市・苗栗県）、原住民居住区（花蓮県・台東県）、離島 (i影湖県・金門県・連江県）といった県市で
は藍色連盟の得票数が過半数を占めている。宋楚喩氏が台湾省主席と省長であった時に培った中部
台湾での地盤は今回それほど威力を発揮しなかったが、台中市と南投県においては緑色連盟を僅か
であるが凌駕している。一方、緑色連盟は中南部に絶対的優位を保持しており、台中県・彰化県・
雲林県・嘉義県・嘉義市・台南県・台南市・高雄県・高雄市・屏東県といった県市で藍色連盟を大
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表2 第10期と第1期総統選挙における陳呂組と連宋組の地域別得票率（単位：％・票）
県市別
第10期総統選挙 第11期総統選挙 第10期と第11期との増減
陳呂組 連宋組 陳呂組 連宋組 陳呂一連宋 陳呂組 連宋組
台北県 36.73 62.63 46.94 53.06 -130,350 258,669 -133,913 
台北市 37.64 61.69 43.47 56.53 -207,491 92,914 -81,232 
桃園県 31.71 65.98 44.68 55.32 -106,918 149,650 -66,563 
新竹県 24.75 72.27 35.94 64.06 -72,451 31,043 -14,646 
新竹市 33.79 65.23 44.88 55.12 -22,106 27,058 -15,722 
苗栗県 26.81 71.84 39.25 60.75 -67,632 36,720 -41,272 
台中県 36.51 62.84 51.79 48.21 30,397 135,260 -115,249 
台中市 36.86 62.56 47.34 52.66 -30,003 73,299 -31,779 
南投県 34.49 65.09 48.75 51.25 -7,498 39,975 -46,975 
彰化県 40.05 59.42 52.26 47.74 33,168 84,725 -92,867 
雲林県 46.99 52.48 60.32 39.68 83,223 49,914 -56,459 
嘉義県 53.78 50.04 62.79 37.21 18,526 41,954 -41,110 
嘉義市 47.00 52.58 56.06 43.94 81,277 15,578 -11,267 
台南県 53,78 45.80 64.79 35.21 192,643 74,717 -66,376 
台南市 46.06 53.46 57.77 42.23 67,611 60,136 -38,192 
高雄県 47.14 52.38 58.40 41.60 122,328 82,712 -77,700 
高雄市 45.79 53.75 55.65 44.35 101,535 102,463 -68,798 
屏東県 46.28 53.21 58.11 41.89 83,525 60,749 -58,509 
台東県 23.20 76.44 34.48 65.52 -36,179 12,101 -16,190 
花蓮県 21.42 78.09 29.80 70.20 -72,540 13,457 -19,964 
宜蘭県 47.03 52.56 57.71 42.29 39,487 24,691 -29,270 
基隆市 30.84 68.53 40.56 59.44 -42,013 20,721 -22,288 
彰湖県 36.79 62.80 49.47 50.53 -477 5,675 -5,502 
金門県 3.10 96.31 6.05 93.95 -24,732 942 -2,899 
連江県 1.80 97.53 5.76 94.24 -3,812 190 -911 
合計 39.30 59.94 50.11 49.89 29,518 1,494,273 -1,148,033 
出所）「新新聞』 (889A、2004年3月21日-31日）p.33、『新台湾新聞週刊』 (2004大選特刊、 2004年3月20日） pp.14 
-15、『中国時報』 (2004年3月21日）、『聯合報』 (2004年3月21日）より作成。数値は有効投票数を基数と
しており、また2000年の立候補者は 4組であることから、連宋組の数値は連癖組と宋張組の合計した数値
であり、これに陳呂組を合計しても100%にはならない。
きく引き離した。また、清代後期に開発が緒についた北部の宜蘭県は伝統的に緑色連盟の地盤であ
り、常に緑色連盟の得票数は藍色連盟の票数を大きく上回っているのが特徴である。
ところで、このような投票行動の特徴は、表 3に見られる通りである。表 3を見ると、政党別で
は支持者の投票行動は明確であるが、「中立」は55%を占め、そのうち44%が未定者であったが、
選挙が近づくと25%に減少している。年齢別では19----29歳の陳呂組支持者が比較的多くなっている
が、これは台湾民主化の結果、台湾教育に浴したことが大きく影響していると考えられる。そし
て、国民党時代の中国教育が徹底していた頃に教育を受けた30----39歳、 40----49歳は連宋組支持者が
多く、 50歳以上になると国民党独裁体制の歴史的体験を踏まえて陳呂組支持者が多くなっている。
族群別では福建系は陳呂組、客家系と外省人は連宋組であり、特に外省人の陳呂組への支持率は非
常に低く、反対に連宋組の支持率が非常に高い。教育水準別では高学歴になるほど陳呂組から連宋
組への支持が高くなっている。これは国民党時代に中南部出身者は教育水準が低く田舎者であると
いったイメージを植え付けられてきたからである。そして、官僚や軍上層部、政府機関、公営企業
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職員、公務員や教員などの主要ポストは外省人が占め、特権を与えられてきたことが大きく影響し
ている 9)。特に、外省人子弟が徴兵制を逃れてアメリカに留学し、帰国後に政府の軍要ポストに得
たのもその一例である。地域別では既述した通りである。性別では女性に連宋組支持者が多いのは
陳呂組に「泥臭さ」を感じ、台北市長の馬英九氏に代表されるように連宋組に「スマートさ」を感
じているからであろうが、現政権が安定し、具体的政策を打ち出していけば、このようなイメージ
は自ずから変化していくものと考えられる。ただ、エスニック・グループの対立解消には時間をか
けて台湾アイデンテイティを育てていくしかないであろう。
表3 総統候補支持者の構造と変化 （単位：％）
調査項
1月3日調査 2月19日調査
目
陳呂 連宋 未定 構成 陳呂 連宋 未定
民進党支持者 89 5 7 21 95 3 2 
>
国民党支持者 6 79 15 16 4 92 5 
親民党支持者 2 92 6 7 l 99 ゜中立 28 28 44 53 35 40 25 
19-29歳 41 38 21 20 48 46 7 
年 30~39歳 31 44 25 25 34 52 14 
齢 40~49歳 31 40 29 23 37 49 15 
別 50~59歳 39 27 34 15 42 38 20 
60歳以上 34 19 46 17 41 29 30 
族 福建系 39 30 31 76 45 37 18 
群 客家系 35 40 24 11 36 46 17 
別 外省人 12 69 20 11 ， 80 11 
教 小学校 34 12 54 19 45 22 33 
育 中学校 44 26 30 lO 44 37 19 
水 高校 37 34 28 30 42 45 12 
準 専門学校 35 44 22 17 32 59 8 
別 大学以上 31 56 13 23 35 57 8 
基隆・宜蘭 39 37 24 4 ① 39 ② 40 ③ 22 
台北県・台北市 30 43 27 29 34 53 13 
地 桃園•新竹・苗栗 27 47 27 14 33 50 17 
域 台中・彰化・南投 35 32 33 19 39 39 22 
別 雲林・嘉義・台南 43 25 32 16 48 34 18 
高雄・屏東・膨湖 44 27 29 18 49 34 17 
花蓮•台東 29 41 29 1 • •一 ,. 
性 男性 39 40 22 49 44 42 14 
別 女性 31 30 39 51 36 41 23 
出所）『中国時報』 (2004年 1 月 5 日）と『中国時報』 (2004年 2 月 20 日）より作成。①②③には花蓮• 台東が含まれ
ている。
台湾の選挙では、エスニック・グループによる投票結果が比較的明確に表れる。表 4から1996年
の総統選挙を見ると、国民党の李登輝• 連戦組の得票率は54.00%、民進党の影明敏・謝長廷組が
21.13%、無所属（新党支持）の林洋港・祁柏村組14.90%、無所属の陳履安•王清峰組9.98% であっ
た。この時、李連組は過半数を制したが、獲得票には国民党の組織票だけでなく民進党票までも掠
--- --- --- ----------- ----- - -
め取り、この中には台湾アイデンテイティを持つ本省人票が多数含まれていた。その結果、影謝組
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の得票率が2割強に留まった。その一方で、「鉄票」といわれる脊村の外省人票は国民党ではなく、
無所属の林祁組と陳誠・元副総統の息子である陳履安の陳王組に流れた。それゆえ、李連組の
54.00%と彰謝組の21.13%の合計75.13%が本省人票と国民党の組織票ということになる。 2000年総
統選挙の得票率は、民進党の陳水扁• 呂秀蓮組が39.30%、無所属（新党支持）の宋楚喩• 張昭雄
組36.84%、国民党の連戦・蒲万長組23.10%、無所属の許信良・朱恵良組0.63%、新党（途中で選
挙を放棄）の李赦.{. 馬濾祥組0.13%であった10)。泡沫候補の許朱組と李i馬組を除く 3組の対決と
なったが、最有力視されていた連爾組は陳呂組と宋張組から股割きにあって最低得票数となり、陳
呂組と宋張組との接戦となった。
表4 過去3回の総統選挙の得票率
年度 政党別 総統• 副総統候補 得票率
無所属 ①陳履安•王清峰 9.98 
1996 
国民党 ②李登輝•連戦 54.00 
民進党 ③彰明敏・謝長廷 21.13 
新党 ④林洋港・那柏村 14.90 
無所属 ①宋楚喩•張昭雄 36.84 
国民党 ②連戦・蒲万長 23.10 
2000 新党 ③李放・ i馬還祥 0.13 
無所属 ④許信良・朱恵良 0.63 
民進党 ⑤陳水扁• 呂秀蓮 39.30 
2004 
民進党 ①陳水扁• 呂秀蓮 50.11 
国民党・親民党 ②連戦・宋楚喩 49.89 
出所）『自由時報』 (2004年 3月21日）、『聯合報』 (2004年 3月
しかし、結果は陳呂組が2.46ポイントの
僅差で宋張組を破り、｀これに腹を立てた宋
張組支持者は国民党中央委員会ビル前に集
まり、「李登輝降ろし」を叫び「抗議行動」
を行ったのは記憶に新しい。その多くは外
省人であるといわれ、彼らの多くは国民党
の連蒲組ではなく、無所属の宋張組に投票
したとされている。それゆえ、今回の宋張組の
獲得票には外省人票や客家票、原住民票、
21日）。①～⑤は立候補者番号。④林洋港・祁柏村と① それに宋楚喩氏が台湾省主席と省長であっ
宋楚喩•張昭雄は新党立候補者ではないが、新党の支持 た時期に利権の分け前を授かった中部台湾を得た。
の本省人票が含まれていると考えられる。
2004年総統選挙は対中政策を軸に緑色連盟と藍色連盟の二大対決となったことから、エスニッ
ク・グループ間の対立がより明確となった。陳呂組は2000年の39.30%に10%余を上乗せして
50.11 %を獲得し、連宋組は2000年の国民党の連戦氏が23.10%、無所属の宋楚喩氏が36.84%で、両
者を合計すると59.94%となるが、得票率は49.89%と10.05ポイントの減であった。これは 4年間政
権を担当してきた緑色連盟の実力であり、かつ国民党内の李登輝支持票が流れたからと考えられ
る。ちなみに、 2000年の宋張組の36.84%には1996年の林祁組の14.90%と陳王組の9.98%が含まれ、
さらに国民党から割って出た票が約12%あったが、連宋組は連爾組と宋張組の10%余は陳呂組に
持って行かれ、連癖組と宋張組の合計が49.89%となり、陳呂組は39%に10%余を上乗せして過半
数となり当選したと考えられる。
il. 第 1回公民投票の実施と国際関係
公民投票は有権者総数が1649万7746人で、第 1案に対する投票総数は745万2340人、投票率は
45.17%となり、過半数に達せず成立しなかった。賛成票は651万1216票（有権者総数の39.47%、投
票総数91.80%)で、反対票は58万1413票（有権者総数の3.52%、投票総数の8.20%)、無効票が35
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万9711票（有権者総数の2.18%) であった。
第 2案に対する投票総数は744万4148票で、
投票率は45.12%と、これも過半数に達せず
成立しなかった。賛成票は631万9663票（有
権者総数の38.31%、投票総数92.05%)で、
反対票は54万5911票（有権者総数の3.31%)、
無効票は57万8574票（有権者総数3.51%)で
あった。第 1案の無効票は台北県 (5万1619
票）・台中県 (2万7942票）．彰化県 (2万
7938票）・台南県 (2万7814票）・台北市
(2万7764票）・桃園県 (2万6877票）の順で
多く、第 2案の無効票は台北県が8万2192票
と最多で、続いて彰化県 (4万5639票）・台
中県 (4万4014票）・台南県 (4万3554票）．
台北市 (4万2040票）・桃園県 (3万9099票）
の順で多かった11)。
表5 公民投票の県市別得票率（単位：％）
公民投票は藍色連盟による投票ボイコット
運動等により、表 5に見られる通りである。
そもそも、「公民投票法」は2003年11月27日
県市別
台北県
台北市
桃園県
新竹県
新竹市
苗栗県
台中県
台中市
南投県
彰化県
雲林県
嘉義県
嘉義市
台南県
台南市
高雄県
高雄市
屏東県
台東県
花蓮県
宜蘭県
基隆市
彰湖県
金門県
連江県
合計
第1案
投票率 賛成
43.00 91.24 
39.05 92.53 
41.19 90.58 
31.57 89.47 
40.44 91.13 
34.13 90.11 
48.85 90.42 
43.87 91.59 
42.57 90.93 
48.27 90.74 
麟 93.04 
55.13 92.19 
_5 1.:.19 ' 92.65 
5••• 8 •一と6—9― 93,24 
麟 93.03 
翌 92.47 
5, 1・. 4 0 92.71 
50.85 93.05 
24.04 90.79 
22.25 90.56 
50 .: 4., 0 91.75 
35.00 91.11 
34.65 93.17 
2.49 88.00 
2.42 78.15 
45.17 91.80 
第2案
投票率 賛成
42.92 92.04 
39.04 94.04 
41.15 91.40 
31.55 90.50 
40.43 92.24 
33.97 90.50 
48.78 90.56 
43.83 92.78 
42.51 90.69 
48.20 90.80 
麟 92.12 
芦 91.14 
51.16 92.81 
58.63 92.51 
麟 93.25 
翌 91.72 
芦 93.01 
麟 91.70 
24.01 90.15 
22.21 90.93 
50.36 91.35 
35.00 91.49 
34.64 92.18 
2.48 91.78 
2.40 85.23 
45.12 92.05 
に野党案が立法院を通過した結果、憲法修正 出所）前掲『新新聞』 p.72、前掲『新台湾新聞週刊』 pp.54-
等は可能であるが、国号・国旗等の変更など 55、『聯合報』 (2004年3月21日）より作成。
は不可能となった。そこで、陳政権は中国が台湾に向けて弾道ミサイル496基を配備していること
を公表し、「公民投票法」第17条の大統領権限による公民投票、つまり「国家が外部からの脅威に
遭遇し、国家主権の変更に至る恐れがある場合、総統は行政院院会の決議を経て、国家の安全問題
に関する事項について、公民投票を公布することができる」に基づき、公民投票で「対中ミサイル
防衛能力の強化」と「対中協議の再開」を問うという選挙戦術に打って出た。
ところが、苦渋の面持ちで総統選挙を静観してきた中国は、もはや我慢できずにアメリカ・フラ
ンス・日本を通じて公民投票に反対するべく圧力をかけた。 2003年12月に温家宝首相はワシントン
を訪問してブッシュ大統領と会談し、ブッシュ大統領から「一方的に現状を変更することに反対」
という言辞を得て、アメリカに公民投票不支持の立場を鮮明にさせた。ブッシュ政権は北朝鮮の核
問題に対する中国の協力取り付けの必要とイラク以外での新たな紛争の種をまいて欲しくないこと
から、公民投票不支持を表明した12)。これに対しアメリカ議会とメディアはブッシュ政権を批判し
たことから、ブッシュ政権は投票そのものには反対しないとトーンダウンさせたが、「公民投票の
- - ------------- ------------ ------ - --- -
必要性は認められない」と台湾当局を牽制してきた。また、フランスのシラク大統領は北京・上海
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高速鉄道（中国版新幹線）建設や武器輸出解禁という対中ビジネスを重視する立場から、公民投票
は「重大な誤りである」と主張し、また選挙期間中にフランス海軍は青島で中国人民解放軍と軍事
演習を行ったりした。
一方、日本政府は2003年12月28日に財団法人交流協会台北事務所の内山勝利所長を総統府に派遣
し、邸義仁•総統府秘書長に「住民投票実施などの発言は中台関係を緊張させる結果となってお
り、慎重な対処を希望する」と、日本政府の公民投票に対する懸念を文書で提出した13)。また、外
務省の高島肇久報道官は「アメリカと日本が台湾の公民投票に関心を表明しているのだから、台湾
はこれについて慎重に考慮すべきだ」と外務省として憂慮を表明した。アメリカが「一方的に現状
を変更することに反対」と言っていることに対し、日本政府は台湾政府に対してのみ抑制を要求
し、あたかも台湾の公民投票こそがアジアの安定を脅かすかのような発言をしている。これに対し
て、民主党の長島昭久衆議院議員は国会で川口外相に、政府として台湾に申し入れたのはどのレベ
ルで決定されたことかと質問し、川口外相から外務省だけでなく官邸も了承しているという言説を
引き出した。公明党の赤松正雄衆議院議員も川口外相に対し、台湾にのみに懸念を示すのは不公平
であると批判した。これに対して、川口外相は「日本政府は中国に台湾問題に武力を使用すること
に反対という立場を 2回にわたり伝えている」と答弁しているが、これに対する具体的な証拠は何
もない14)。また、民主党の中津川博郷衆議院議員は「人間の鎖デモ」参加の訪台に対し、中国大使
館から「参加するな」という電話があったということを明らかにした。その結果、 6名の議員のう
ち4名が訪台を中止し、衆議院と参議院を代表して計2名の参加となった。日本政府の対応に対し
て、台湾政府は彰明敏• 総統府資政と林誠一• 国策顧問を日本に派遣したが、日本のニュースでは
一切取り上げられなかった15¥
今回の総統府秘書長に対する日本の申し入れは、小泉首相の靖国神社参拝や森前首相の訪台、交
流協会台北事務所主催の天皇誕生日祝賀会などが中国政府を苛立たせ、日本は台湾に誤解を生む
メッセージを送っていると批判されたことから、北京の顔色を窺うためであったと言われている16¥
しかし、日本は台湾と国交がなく、北京は日本が台湾と公的関係を持つことに反対し、台湾問題は
「国内問題」であると主張してきたにもかかわらず、国交のない台湾に対して日本政府が正式ルー
トを通じて申し入れを行い、公民投票に懸念を示したということは異例のことであった。もし、交
流協会を通じて申し入れを行うのであれば、カウンターパートの亜東関係協会に対してということ
になる。今回の申し入れは明らかに台湾への内政干渉であるとしても、この申し入れによって日本
政府が台湾政府と政府交渉を行う切っ掛けを作ったというのであれば評価できることになるのであ
るが。日本政府の台湾政府への申し入れに対して中国政府は日本政府あるいは外務省を批判するど
ころか高く評価した。しかし、このような日本政府の言動は総統選挙に大きな影響を与えることに
なり、前述の国会での外相批判につながった。日本政府は、民主的ルールに基づいた公民投票に対
して何を懸念するのか。懸念すべきは台湾の民主主義をミサイルで脅す中国ということになる。こ
のような主権在民に基づく公民投票に対し、中国政府が武力攻撃発言で台湾を脅すようなことがあ
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れば、日本政府は中国政府に強く抗議すべきことである。それを実行するならば日本政府は世界か
ら高く評価されるであろう。まさしく、今回の総統選挙に対する対応は外交理念と東アジア戦略の
欠如ゆえのことと思われる出来事であった。
ところで、表 5を見ると、中南部の雲林県・嘉義県・嘉義市・台南県・台南市・高雄県・高雄
市・屏東県・宜蘭県といった 9県市では投票率が過半数に達し、賛成が90%を越えた意義は大き
い。とはいえ、公民投票は成立しなかった。が、何よりもトラブルもなく実施できたという点の意
義は大きく、今後の公民投票の実施に対し何者も反対することはできず、台湾人こそが台湾の将来
を決定できるという主権在民が根づくことを期待したい。
IV. 両陣営による選挙戦と陳政権の 4年間
1 . 対中政策をめぐる両陣営の主張
選挙戦終盤には、産業空洞化や金融改革、教育改革、あるいは黒金問題等の国内政治よりも対中
政策が争点となり、これが社会を二分する闘いとなった。両陣営の対中政策と台湾の位置づけ見る
と、緑色連盟は「一つの中国」と「一国両制」を全面否認し、台湾は主権独立国家として「一辺一
国」を主張する。ただし、陳水扁総統は中華民国憲法下で選出された総統であることから、中華民
国にこだわり態度が曖昧である。これは「正名運動」に対する対応にも現れている。陳氏は、総統
に当選すれば「一つの原則」（平和確立の原則）と「四つの議題」（交渉のメカニズム確立、対等互
恵の交流、政治関係の構築、軍事衝突の防止）について両岸協議構造協定締結を提議するという対
中柔軟策を打ち出した17)。そして、一方で1947年に公布された中華民国憲法は台湾の実情にそぐわ
ないとし、立法院で絶対多数を確保して2006年に公民投票を通じて新憲法を制定し、 2008年 5月ま
でに施行すると公約した。その背景には、 2008年に北京オリンピック、 2010年には上海万博が開催
されるので、中国は台湾に関与できないという読みがあると言われている。
一方、藍色連盟も台湾が主権独立国家であることは認めるが、国共内戦に敗北して台湾へ逃げ込
んできたことから正統政府としての「一つの中国」を唱え、その「一つの中国」とは中華民国であ
るとする。しかし、国際的に見れば、中国とは中華人民共和国であり、中華民国ではない。ところ
が、中国は「一つの中国」を唱える連宋組を評価してきた。例えば、 3月13日付け『聯合報』によ
れば、中国政府は誰が総統に当選するかにより二種類の声明を準備しており、当選者が現職の陳氏
であれば中国の主権が一つであることを強調する厳しい内容となるのに対し、連氏であれば中国と
台湾の「違い」に理解と尊重を示し、ソフトな内容になると報道している18)。連候補は、もし当選す
れば「中台和解の旅」に出るとし、中国に対してはミサイルの凍結、主権論争の棚上げ、 50年間の
和平協定を締結すると演説した19¥
ところが、中台経済交流の拡大は止まるところを知らないのが現実である。 2003年度の対中貿易
は463億2000万ドルで、貿易依存率は17.1%となり、中国は最大の貿易パートナーとなった。対中
- - - - - ------- ----------- - ------------------—-
輸出額は353億5800万ドルで、輸出依存度は24.5%となり、台湾にとって最大の輸出相手国となっ
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た。対中輸入額は過去最高の109億6200万ドルとなり、輸入依存度は8.6%で台湾にとって第 3位の
輸入相手国となった。その結果、対中貿易黒字は243億9600万ドルを計上し、 SARSで大きな影響
を受けたにもかかわらず、前年比13.4%の成長となった20¥
この点を表 6から見ると、対中輸出額は毎年確実に増大しており、 2001年度経済は9.11テロでマ
イナス成長となり、輸出額は減少したが、対中輸出依存度は17.86%と増大している。同様に、対
中輸入額と依存度も毎年増大し、 2003年度の対中貿易依存度は17.06%となった。その結果、対中
貿易は毎年大幅な黒字を示しており、貿易総収支黒字幅よりも大きい。また、対中投資額は毎年急
増しており、 2003度は76億9879万ドルと過去最高に達し、対外投資中に占める対中投資比率は
65.99%で、台湾資本の 3分の 2は中国に向かっていることになる。上記の数値に香港との貿易額
や投資額を加えると、中台経済関係はより一層緊密になっていることが窺える。さらに、台湾資本
の対中投資はこれだけでない。香港返還後に台湾企業はリスク回避のためにカリブ海にあるタック
ス・ヘイブンの英領中米のヴァージン諸島やケイマン諸島などに投資を始め、そこから香港経由で
中国に投資するようになった。それゆえ、対中投資額には英領中米への投資額をも加える必要があ
り、対中経済依存はさらに高まることになる。ちなみに、 1999年~2003年の台湾対外投資に占める
英領中米投資の比率は30.06%、29.26%、23.60%、15.61%で、 2003年度は23.32%である。一方、
英領中米からの対中投資比率は中国受入れ外資の8.46%、9.41%、 10.76%、11.60%、10.86%を占
めている。つまり、この英領中米からの投資をも含めると台湾資本の対中投資は香港に次いで世界
第二位となる。 2003年度の中国訪問者は SARSの影響で大きく減少したが、人口2,300万人のうち
表6 台湾の対中国経済関係の推移 （単位：百万ドル）
対中国経済関係 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年
対中輸出額 21,312.5 25,009.9 21,945.7 29,446.2 35,357.7 
対中輸出依存度（％） 17.52% 16.87% 17.86% 22.56% 24.51 % 
対中輸入額 4,522.2 6,223.3 5,902.2 7,947.4 10,962.0 
対中輸入額依存度（％） 4.09% 4.44% 5.50% 7.06% 8.61% 
対中貿易依存度（％） 11.12% 10.84% 12.10% 15.39% 17.06% 
対中貿易黒字額 16,790.2 18,806.3 16,043.5 21,498.8 24,395.7 
貿易収支黒字額 10,939.8 8,309.9 15,658.7 18,066.7 16,981.4 
対中投資額 1,252.78 2,607.14 2,784.15 6,723.06 7,698.79 
対中投資額（％） 27.71 % 33.93% 38.80% 66.61 % 65.99% 
英領中米投資額（％） 30.06% 29.26% 23.60% 15.61 % 23.32% 
英領中米の対中投資額（％） 8.46% 9.41 % 10.76% 11.60% 10.80% 
対中企業送金額（千ドル） 477,485 697,570 1,012,726 1,578,502 4,671,147 
対中個人送金額（千ドル） 365,103 511,050 678,067 941,371 1,405,363 
中国訪問者数 （人） 2,584,648 3,108,650 3,441,960 3,660,570 2,730,860 
出所）行政院大陸委貝会『両岸経済統計月報』 (136、2003年12月） p.23、pp.30-31、p.35、p.45、経済部投資審議委
員会『中華民国華僑及外国人投毀、対外投資、対大陸間接投資統計月報』 (2003年12月） p.71、p.78より作成。
『聯合報』 (2004年3月2日）、『エ商時報』 (2004年3月21日）では2003年度対中投資額が45憶9500万ドル、投
資額比率は53.62%であるが、これには追加申訥の31位380万ドルが含まれていない。
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273万人が訪中しているのはやはり多いといえる。対中企業送金は1999年の 4億7749万ドルから
2003年には46億7115万ドルと10倍に増加しており、また対中個人送金額も1999年の 3億6510万ドル
から2003年には14億536万ドルヘと着実に増加している。つまり、中台間の政治的溝は深まってい
るが、経済的結びつきは確実に太くなっているのである。
このような台湾経済の対中依存の拡大には、陳政権の対中経済政策の転換があった。陳政権は李
政権の「戒急用忍」（焦らず忍耐をもって）を放棄して「積極開放、有効管理」へと転換した。ま
た、ノートブックパソコンや半導体の中国での生産を開放し、投資額の上限を取り払い、対中投資
の審査を簡素化した。これにより、台湾 IT産業は珠江デルタから長江デルタヘ投資をシフトさせ
ており、蘇州市や昆山市、呉江市、上海市松江区には台湾 IT産業が集積している。さらに金門・
度門間と馬祖•福州間の「小三通」を実施し、 2003年春節の香港とマカオ経由の上海から台北・高
雄との直航便の運航を認めた。しかし、懸案の「三通」はまだ認めないため、対中政策を巡って陳
政権と経済界が対立しており、そのため台湾企業に対する選挙公約として、① 「小三通」の適用範
囲の拡大、②貨物輸送のスピード化、③中国での医療に対する全民健康保険による給付、④台湾企
業子弟学校への補助拡大などを打ち出している21¥
台湾ビジネスマンにとり香港・マカオ経由の飛行便や香港と石垣島経由の船舶では、時間と経費
のロスが大きく、「三通」実施の要求が非常に強い22)。これに対して藍色連盟は中台関係の改善を
訴え、「中台直航」の実現を強調する。 2004年 1月27日、中国に「台商連宋後援会」が成立し、中
国各地の在中台湾企業協会76団体のうち56団体が連宋組支持を打ち出した23)。連戦候補は当選すれ
ば、中台間の自由貿易協定を締結し、「三通」を促進することを公約している 24)。陳政権は「三通」
問題をどうするのか、中台間の直航便をいつ就航させるのか。再選された陳政権にとってこれは大
きな課題である。
2. 陳政権4年間の評価と国内動向
陳政権執政の 4年間をどう評価するのか。これは総統選挙と大きく関係しており、民進党支持者
であっても選挙直前まで陳呂組に投票したくない人が少なからずいた。表 7を見ると、総統就任以
来の政治言動について「満足」が49%、「不満足」が36%であり、現職総統に対する満足度が半数
を割っている。総統選挙に投票に行くかどうかは87%が「行く」と答えており、実際は80%であっ
た。もし明日が投票日ならば誰に投票するかという質問に対して、陳呂組と連宋組は同数の35%
で、「すでに決めているが答えたくない」が8%、「分からない」が23%であり、この「答えたくな
い」が勝敗を決めたことになる。しかし、誰が当選すると思うかでは連宋組が29%、陳呂組が16%
と、連宋組が13ポイント上回っているが、「分からない」と回答した者が54%と過半数であること
から、投票直前まで当選者は不確定であった。公民投票については「支持」が31%と少なく、「反
対」が36%とやや多く、「分からない」が31%を占めており、最終的にはボイコットが多く成立し
- . --ャ—--- -- --------- - --- ----------- ---- --- ---
なかった。また、公民投票は「選挙のため」と考える者が56%を占めており、冷静な判断をしてい
129 
274 関西大学『経済論集』第54巻第2号 (2004年9月）
る。ネガティブ・キャンペーンに対しては「どちらも信用しない」が30%で、政治ゴシップには関
心が高い。最後が候補者の品位の問題であるが、陳候補は連候補よりも評価が少し高く、「どちら
も品位に欠ける」は僅か11%であるのは、日本の政治家評価と比較して少ないように感じる。
以上のような陳政権に対する評価は、過去4年間の政策がもたらしたものであり、陳呂組支持に
少なからず影勝を与えてきた。ここで、陳政権の失点を取り上げるならば、以下のような点が考え
られる25¥
①公約である「全民政府」の頓挫。陳政権の尊重する民意なるものが不明で、政策に一貫性がな
く、これが国民党の批判するところとなり、政局が混乱してきた。特に、少数与党と経験不足
により政局が混乱した。
② 「八掌淫事件」の処理の不味さ。
③第4原発建設中止による混乱。
④不良債権を抱える農会・漁会信用部の国営化の失敗。
⑤ 「三通」の解禁と促進を「小三通」で処理。
⑥経済停滞。 2001年はマイナス成長と高失業率。この 4年間で暮らしと経済は悪化したと連宋組
が批判。
⑦台湾企業の対中投資加速により台湾産業の空洞化が進展。
⑧野党による 3月13日の反陳政権集会に数百万人が参加し盛り上がった26¥
⑨東帝士元董事長の陳由豪氏が陳水扁夫人の呉淑珍女史に政治献金をしたと暴露。
以上のような政策的失点に対し、連候補は「この 4年間の陳水扁政権の執政は無能であり、人民
を苦しめた」と主張し、陳政権の経済政策を批判した。経済界ではエバーグリーンの張栄発氏と台
湾プラスチックの王永慶氏は陳支持を表明せず、奇美実業の許文龍氏や中央研究院院長の李遠哲氏
が陳支持を表明した。また、既述したように在中台湾企業協会76団体のうち56団体が連支持を打ち
出し、在中台湾企業協会の連戦後援会名誉会長に統一グループ総裁の高清應（国民党中央常務委
員）が就任した。
一方、 2003年に入ると陳政権にとって対中関係を中心に好条件が出現した。
① SARSに対する中国の情報隠しと中国の反対により昨年 5月のWHO会議で台湾はオブザー
バー参加が不可能となり、台湾人の中国に対する不満が高まった。
②昨年8月26日に売春目的の女性を乗せた中国からの密航船が発見され、停船を求めるが逃亡す
るために密航女性を海に放り込み 6名を溺死させる事件が発生し、対中批判が高まった。
③昨年 9月1日以降発行のパスポートにTAIWANを明記。
④ 2003年9月6日「台湾正名運動」に15万人参加。
⑤陳総統がニューヨークで国際人権連盟から「2003年国際人権質」を受賞し、台湾人総統として
演説を行った。
⑥ 2003年度の経済回復と失業率の低下。
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⑦戦後、国民党が不法に取得し
た「党産」の暴露。 質問項目
l. 陳水扁総統就任以来の政治言動に満足か
非常に満足
やや満足
不満
非常に不満
分からない
回答拒否
の「人間の鎖運動」（台湾縦 I
2. 今年3月20日の総統選挙に投票に行くか
必ず行く
多分行く
行かないかもしれない
絶対行かない
陳政権4年間の「無能」は台湾 I 3. も門ご胃否
陳呂組
連宋組
の批判に対して、与党は経済活性 分からない
化のために「新十大建設」を打ち I すでに決めているが答えたくない
4. 誰が当選すると思うか
陳呂組
大型投資であり、①ハイレベルの
連宋組
分からない
大学と研究センター (500億元）、 ［ー 」ー里塑匝こ
5. 陳水扁総統の公民投票を支持するか反対か
非常に支持する
支持する
反対
非常に反対
分からない
回答拒否
網の MRI'化 (399億元）、⑥第三
6. 公民投票実施は台湾人民ためか選挙のためか
台湾人民のため
次高速道路 (439億元）、⑦高雄港 選挙のため
両方のため
分からない
⑧北・中• 南部交通網整備 (1,420 I 1 _選::::ィブ・キャンペーンを
民進党の言うキャンペーンは信用する
国民党の言うキャンペーンは信用する
両方とも信用する
どちらも信用しない
分からない・意見なし
回答拒否
8. 陳水扁と連戦ではどちらに品位があるか
陳水扁
連戦
両方とも
元を投資しようとするもので、 どちらもない
1970年代に蒋経国行政院長が行っ ［ー~贔い・意見なし
た「国家十大建設」をもじって名 出所）『中国時報』 (2004年1月5日）。
⑧中国の対台湾弾道ミサイル
496基の配備報道と公民投票
の実施決定。
⑨ 2004年2月28日午後 2時28分
断500km、台湾イエス、中国
ノー）に数百万人参加27)。
経済を停滞させたという連戦候補
出した。これは9,482億元に及ぶ
②国際芸術および流行音楽セン
ター (334億元）、③M(モバイ
ル）台湾化計画 (370億元）、④台
湾博覧会 (301億元）、⑤台湾鉄道
遠洋コンテナセンター(242億元）、
億元）、⑨汚水処理下水道 (394億
元）、⑩平地ダムと海水淡水化処
理場 (315億元）であり、教育に
500億元、文化334億元、産業913
億元、環境708億元、交通2,257億
元、公債利息および予備金288億
表 7 総統選挙に関する民意調査
％ 
? ? ? ? ? ?
????
????
????
?????
?????
? ? ? ? ? ?
??????
付けられた28)。要するに、「新十
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大建設」は「根留台湾」（根っ子を台湾に残す）「植根台湾」（根っ子を台湾に植え付ける）を課題
としている。また、 2005年10月には高速鉄道が完成し、台北一高雄間を90分で結び付け、台湾西海
岸の一大動脈が完成することになる。また、行政院主計慮の統計によれば、 2003年の経済は回復
し、経済成長率は3.24%であり、 2004年度予測は4.74%と好調である。また、 2003年度第 4四半期
の成長率は5.17%であり、経済成長にともない2003年度平均失業率は4.99%となり、 2004年 1月に
は4.58%まで低下し、最高時の5.21%からは0.63ポイント減少した。このような経済の好転は陳政
権にとり有利な条件となった29¥
陳政権にとって上記のような好条件が出現し、選挙が近づくにつれて陳呂組への支持率は高ま
り、メディアによりその数値は大きく異なるが、両者の支持率は表 1に見られたように大きく接近
した30¥
V. 台湾総統選挙の意義と今後の課題
1 . 台湾アイデンテイティと本土化
総統選挙は台湾の将来を大きく左右する選挙であった。
第一に、民意を無視した政治はできず、誰が当選しても当面の対中政策は急変することはない
が、徐々に変化していくものと考えられる。というのは、陳政権は選挙公約を守るために、 2期目
は1期目のような妥協ができず、より明確な本土化路線を打ち出さざるを得なくなるからである。
これが台湾の多数民意である。ただ、対中協議再開のメドは全くついていない。
第二に、台湾国内政治の二極化である。総統選挙は台湾社会を二分し、家庭や職場、学校におい
て対立構造を生み出した。選挙が終われば日常生活に戻れるような柔軟な社会、つまり成熟した民
主主義社会が育っておらず、選挙中の対立は選挙後まで持ち越され、何らかのガス抜きが必要と
なっている。民進党は党外時代から苦難の闘いを続けてきたことから、総統選挙に負けても2004年
12月の立法委員選挙に向けて体制を立て直すであろうと言われてきたが、国民党は負ければ党分裂
の可能性が高く、外省人議員と本土派議員との対立が先鋭となり、本士派議員の台湾団結連盟への
鞍替え等が噂されてきた。また、 2000年総統選挙では落選した宋張組を支持する外省人が国民党中
央委員会ビル前に集まり李登輝• 国民党主席に対して「抗議行動」を行ったように、もし連宋組が
負ければそれ以上の混乱が生じる可能性が高いことから、行政院新聞局は各国の取材記者に注意を
呼びかけていたが、実際そのとおりになった。特に、選挙本部前で連宋両氏が「不公平選挙」を叫
び、「選挙の無効」と「選挙のやり直し」を呼びかけたことから、連宋支持者の一部に不満の火が
燃え広がり、違法な「抗議集会」と暴力行為にまで発展した。最終的には法に基づいて公平な処置
が行われるであろうが、どちらの立場であれ結果は素直に受け入れなければならないであろう。選
挙後の混乱は再び強権を求める声も聞かれるが、二度とあの暗黒時代の独裁体制に戻らないために
も、台湾人の融和の精神に期待したい。
第三は、中台経済の緊密化であり、台湾経済は中国経済なくして成り立たなくなっていることで
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ある。政治の本土化と経済の対中依存という乖離は今後も一層進展し、これを今後どのように処理
していくのか。表 8を見ると、台湾民意と経済界の主張とは必ずしも一致していない。例えば、
「当面の経済交流が遅すぎる」と答えている者は僅か 2割であり、中台間の直航便就航は「ゆっく
りでいい」というのが過半数を占めている。しかも、多くの国民は中国の台湾に対する態度は友好
的でないと考えており、中国が主張する「一国二制度」は反対が75%を占めている。台湾民意にお
いて一番複雑な点は中台関係であるが、現状維持が約80%を占め、中国からの武力攻撃を恐れて、
中国と一定の距離をおく現状維持が多数を占めている。一方、統一を志向する者は15.2%であり、
この数値はほぼ外省人人口に匹敵する数値である 31)0 
第四は、台湾アイデンテイティが確実に高まっていることである。国立政治大学選挙研究中心は
1992年から毎年 6月と12月の 2回、アイデンテイティ調査を行ってきた。図 2を見ると、自己を
「台湾人」と考える人は1992年 6月の17.3%から確実に増加し、 2003年12月には43.2%に達し、 2004
年 2月には46.1%と、実に28.8ポイントも増加している。次に、「台湾人でもあり中国人でもある」
と考える人は45.4%から40%台を推移し、 2003年12月には42.9%となり、両者を合わせると「台湾
人」と考える人は88.3%と圧倒的多数を占めることになる。一方、「中国人」と考える人は26.2%か
ら徐々に減少し、 2003年12月に7.7%、2004年 2月は4.4%と、 21.8ポイント減少している 32)。とこ
ろで、「中国人」とはどのような概念であるのか質問者は定義しておらず、応答者の判断に任せて
いる。つまり、「中国人」とは国籍概念としての「中華民国籍」（中華民国人）なのか、中国文化を
保持しているという広義の文化概念なのか、あるいは漢族としての民族概念なのか非常に曖味であ
る。外国人にとっての「中国
人」とは「中国国籍保持者」で
あり、この場合は「中華人民共
和国人」となる。文化概念とし
ては祖先が中国大陸から台湾に
移民し、中国文化を継承してい
るので「中国人」ということに
なるのであろうが、台湾で生ま
れ台湾で育った人が圧倒的多数
を占める現在、多様化する台湾
において中国文化なるものは非
常に曖味である。民族概念では
「中国人」は漢族やチベット族、
ウィグル族、回族等をも包含す
る概念であり、一般には「中華
表8 中台関係に関する住民の意見
質問項目
1. 当面の経済交流の速度は
ちょうどいい
早すぎる
遅すぎる
2. 中台間の直行便就航の時期は
ゆっくりでいい
早いほどいい
3. 中国の台湾に対する態度は
台湾当局に非友好的だ
台湾人民に非友好的だ
4. 中国の「一•国二制度」に賛成するか
賛成
反対
5. 今後の中台関係の方向は独立か統一か
現状維持、独立か統一かは将来決める
永遠に現状を維持
現状を維持、将来独立に向かう
直ちに独立を宣言する
現状を維持、将来統一に向かう
直ちに統一する
％ 
28.2 
26.3 
20.9 
52.6 
28.8 
70.9 
50.7 
8.3 
74.9 
34.3 
17.2 
14.4 
7.2 
13.2 
2.0 
出所）『朝日新聞』 (2004年 3月1日）。資料は2003年 8月に政治大学選挙研
民族」という上位概念が使われ 究中心の電話調査に基づく。有効回答数は1,149人。
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図2 アイデンティティの変化 （単位：％）
60 
（％） 
50 
40 
30 
20 
10 
年゜ 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 0 0 0 0 0 0 0 0 
2 2 3 3 4 4 5 5 6 6 7 7 8 8 9 9 0 0 1 1 2 2 3 3 
月 ゜1 ゜1 ゜1 ゜1 ゜1 ゜1 0 1 ゜1 ゜1 ゜1 ゜1 ゜1 6 2 6 2 6 2 6 2 6 2 6 2 6 2 6 2 6 2 6 2 6 2 
出所）国立政治大学選挙研究中心菫要政治態度分布趨勢図。 http://www2.nccu.edu.tw ;-s00/ database/ data0406.htm 
ている。となると、一体、「中国人」とは何か、台湾人にとって非常に曖味模糊とした概念である。
それゆえにこそ、「中国人」と考える人は年々減少しており、「台湾人でもあり中国人でもある」と
考える人は文化概念と民族概念が混消し混乱している。台湾民主化が進展し、国際的に活躍する場
が台湾に提供されれば、「中国人」と考える人はさらに少なくなるであろうし、これこそが台湾ア
イデンテイティの確立と本土化（台湾化）の成果といえるであろう。
2. 台湾を取り巻く東アジアと日本
台湾は人口が2,300万人で、面積は九州より小さく、国際的に国家として認められず孤立してい
るが、主権在民に基づいて台湾人が自国の将来を決定することに何人も反対はできない。民主主義
の原則を認め、台湾の将来を台湾人に託すということは、アジアの発展と安定にとって極めて重要
なことであり、称賛こそすれ否定されることではない。ところが、台湾の将来を考える時、その対
局に存在するのが中国であり、中国はこの十数年間にアジアにおいて政治的・経済的・軍事的プレ
ゼンスを確実に拡大してきた。その一方で、「中華ナショナリズム」を高揚させ、東アジアにおい
て各種の対立・摩擦を生み出している。その最大の被害者は台湾であり、中国の政治軍事パフォー
マンスはアジアの発展と安定にとって危惧すべきことが多い。
中国は経済成長に伴うエネルギーの大量消費による不足問題を抱えている。 1993年より石油輸入
国となり、 2003年の石油消費量は日本を凌駕し、世界第二位となった。それは急速な工業化に伴う
電力需要の増加であり、停電回避目的の自家発電用燃料の増大、乗用車保有増に伴う自動車用ガソ
リン需要の増大、各種燃料や石油化学工業用原料の需要増加などであり 33)、石油輸入が急増すると
ともに、石炭火力発電所と原子力発電所の建設が急務とされ、環境に対する対応が後れがちであ
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る。特に、 2003年は電力不足で外資系企業の生産活動が大きく影響を受けた。このエネルギー不足
が国際的に大きな摩擦を引き起こす要因となっている。
また、領土問題ではわが国の排他的経済水域への侵犯を頻繁に行い、日本政府の抗議に対しても
調査するの一言で無視してきた。その背景には、潜水艦航行用の海底調宵と石油・ 天然ガス探索調
査があり、東シナ海における制海権問題や大型船舶のシーレーン問題があり、中国の海軍力増強は
東アジアの安全保障を脅かす可能性が大きい34)。中東外交は石油の大部分を中東に依存する日本の
石油戦略とも対立しがちである。これらが「中国脅威論」となっていることは周知のことであり、
日本は石油資源をめぐりシベリアでの石油パイプライン建設で中国と競争をしており、また石油が
埋蔵されている西沙諸島や南沙諸島、わが国の尖閣諸島の領有権をめぐる問題は近年クローズアッ
プされている。
次に、中国と ASEANとの包括的経済協力枠組み協定が日本抜きで締結されるといったように、
東アジアにおける中国経済のプレゼンスが大きくなっていることである。一方、若者のナショナリ
ズム高揚を背景に対日批判が続出しており、西安の「西北大学事件」や「珠海売春事件」、「トヨタ
CM事件」、さらには靖国問題や東北毒ガス問題など、冷静に協議・対応しなければならない事件
であるが、「中華ナショナリズム」の高揚とともにこれが政治的に利用され本質的な議論ができな
い状態にある。しかも、日本政府の事なかれ主義は日本人の中国嫌いをますます増大させている。
第三は、日本外交の対アジア戦略や対中戦略の原則は何かである。今回の総統選挙に見られたよ
うに、日本は「平和主義」や「民主主義」を掲げていても、台湾問題は他人事であり、対中国外交
は場当たり的で明確な戦略がない。日本政府は、民主主義の原則を認め守るのか、アジアの安定の
ために何ができるのか、国益を踏まえて考えるべきであり、そこから対中戦略は自ずから生まれて
くると考えるが、経済関係のみが先行し、明確な戦略が見られないのは残念である。
3. 陳政権の今後の課題
陳水扁氏は 5月20日の総統就任式でどのような方針を提起するのであろうか。再選を果たした陳
政権にとり問題は山積している。
第一に、政局の混乱を安定させる必要がある。国民党の連主席と親民党の宋主席の言動は、政治
学博士を持つ政治家とは到底考えられないとしても、早急に住民感情を静め日常の安定した生活環
境に戻す必要がある。陳総統は「緊急命令」により票の再集計を行うことも宣言しており、野党が
陳呂両氏を「当選無効」で、中央選挙委員会を「選挙無効」で高等法院に提訴したことに対し、高
等法院は法に基づいて裁定を行うであろうが、連宋両氏と支持者は素直にその判決に従い、支持者
を煽るようなことはすべきではない。
第二は、台湾経済の対中依存が拡大する中で、「根留台湾」を実現して産業空洞化を押し止め、
台湾をシリコン・アイランドとし、台湾を台湾人の郷土とすることができるのかどうかである。
第三は、民進党が2004年12月の立法委員選挙で過半数を獲得することができるかである。少数与
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党として民進党はこの 4年間、国民党と親民党の包囲攻撃に晒され、法案を通過させることができ
ず、苦渋の思いをしてきたが、陳氏再選により実力の伴った民進党政権を誕生させることができる
のかである。
第四は、選挙公約の新憲法制定である。本年12月の立法委員選挙により議会で絶対多数を占め
て、 2006年に「公民投票法」を改正して新憲法を制定し、 2008年には新憲法を公布実施する。果し
てこの政治スケジュールは実行できるのか、陳政権の手腕にかかっている。ところで、制定される
新憲法とは「新中華民国憲法」か「台湾共和国憲法」なのか。陳政権は「中華民国」をどう扱うの
か。中華民国憲法で選出された陳水扁氏は中華民国総統である。しかし、「正名運動」を指導した
李登輝元総統は中華民国の存在を否定し、台湾に合った国名を主張しており、両者の間には若干の
認識差が見られるが、台湾のサイズに合った新憲法は「台湾」を名乗ることができるのか。それと
も「中華民国」とは台湾・彰湖•金門・馬祖を領土とする国家にするのか。台湾はこれまでにも何
度も自国を主権独立国家であると主張してきたが、ここで国名を変えることは中国に武力攻撃のロ
実を与えることになる。如何にそれをうまくすり抜けるのか。それともそれをも覚悟して新憲法を
制定するのであろうか35)。
第五は、表9に見られるような対中政策を今後どのように処理していくのかである。特に、経済
界が要求する「三通」をどうするのか、経済界を無視して独自路線を貫くのか36)。あるいは政経分
離で対中交渉をやり抜く戦略はあるのか。今後とも中国との粘り強い交渉が必要であり、「台湾は
中華人民共和国の一部である」という中国の対台湾政策は明確であり、「台湾の将来は台湾人だけ
で決められない」という中国の主張に対しても、台湾国内の意志統一、つまり台湾アイデンティ
ティの確立と同時に、台湾に対する世界からの承認と同情をどのように獲得していくのかである。
台湾の前途は多難であるが、民主化への道は確実に開かれており、本土化への道を着実に歩んで
表9 陳政権の対中政策に対する課題
対中政策項目 今後の課題
公民投票 2006年公民投票による新憲法制定
2008年新憲法の施行
貨物便の往来 貨物便の直航
直航 中台直航の協議、本年末に中台直航の技術的協議段階に入る。
直航空港は桃園中正国際空港と高雄小港国際空港を主とし、南から始め北へ波及
させることを原則とする。
中国側空港は上海・広州・北京・腹門・深訓を優先する。
中台協議 海峡交流韮金会を主とし、海峡交流韮金会はその他の機構に権限を委譲する。
5月20日の就任後に常駐北京代表を派追する
在中台湾企業家 在中台湾企業家が中国で緊急に治療を受けた時、後に費用を払い戻す。在中台湾
の医療保険適用 企業の病院での健康保険の適用を検討立案する
中国観光客の受入れ 第二、第三類の中国観光客の訪台を開放し、第一類は状況を見て検討調整する
中台経済交流 在中台湾企業に台湾での営業総部あるいは営業本部を設立して立し株式上場でき
ることを検討立案する
出所）『経済日報』 (2004年3月21[:])。
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いるように思える。 (2004年4月17日脱稿）
注
1)台湾メディアは政治色が強く、同じ報道であってもメディアにより扱い方が大きく異なることから、
特定のメディアだけを利用するとその情報は偏ることになる。国立政治大学選挙研究中心が実施する
政党別支持アンケート (2003年12月実施）によれば、民進党支持が25.1%、国民党21.4%、親民党
11.2%、台湾団結連盟2.1%、新党0.9%で、これが各党の基礎票であり、緑色連盟は27.2%、藍色連盟
は33.5%となる。しかし、支持を表明しない中立無回答が39.3%と約4割を占めている。これが選挙で
のポイントであった。ところで、小論での統計資料は断りのない限り2004年 3月21日発行の『自由時
報』『中国時報』『聯合報』『台湾日報』『台湾時報』『エ商時報』『経済日報』に基づいている。
2) 『朝日新聞』（夕刊、 2003年12月10日）、『産経新聞』 (2003年12月11日）、『日本経済新聞』 (2003年12
月11日）、『朝日新聞』 (2003年12月11日）。
3) 『朝日新聞』（夕刊、 2003年12月24日）、『朝日新聞』 (2003年12月25日）。
4) 『産経新聞』 (2003年12月15日）、『日本経済新聞』 (2003年12月15日）。
5) 『台湾通信』（第9301号、 2004年 1月8日） p.143。
6)「廃票比四年前多了二十多万」（『新新聞』 889A、2004年 3月21日-31)p.46。
7)李鴻典「廃票恨多、因為今年認定厳恨多」（『新台湾新問週刊』 418、2004年 3月27日-4月 2日）
pp.90-91。台湾での開票は公開であり、誰でも投票所での開票を監視することが可能であり、票の読
み違いなど簡単にできることではない。石田浩「台湾総統選挙と公民投票一民主化過程の産みの苦し
みと本士化への確かな歩みー」（『日本台湾学会ニュースレター』第8号、 2004年4月）を参照。
8) 『中国時報』 (2004年 3月21日）。
9)石田浩『共同幻想としての《中華》一経済学者論述海峡両岸的形勢一』（田畑書店、 1993年） pp.173 
-174。
10) 『自由時報』 (2004年 3月21日）。
11) 『自由時報』 (2004年 3月21日）、『聯合報』 (2004年 3月21日）。
12)注 (2)に同じ。
13) 『産経新聞』 (2003年12月31日）。
14) (15) 『台湾通信』（第9308号、 2004年 3月14日） pp.18-19。
16) 『産経新聞』 (2004年 1月19日）。
17)「両岸協議構造協定締結を提議」（『台湾週報』第2131号、 2004年 1月19日） pp.2-4。
18) 『産経新聞』 (2004年 3月14日）。
19) 『朝日新聞』 (2004年 2月25日）、『産経新聞』 (2004年 2月25日）。
20) 『聯合報』 (2004年 3月2日）。新聞記事の統計速報は発表時期において数値が若干異なり、正式統計
が発表されるまではどの数値が信頼できるのか不明である。ちなみに、新聞記事の2003年度対中投資
額は45億9500万ドルとあるが、表 6の経済部投資審議委員会の統計では76億9878万ドルである。
21) 『中国時報』 (2004年 1月31日）。
22)石田浩「沖縄と台湾の戦略的共存関係ー南方海洋経済圏構想ー」（『現代台湾研究』第26号、 2003年
12月）と「中台の海路を結ぶ石垣島」（『ニューズ・ウィーク』 2004年 1月14日号） pp.60-61を参照。
ちなみに、 2002年の石垣島経由のクリアランス船は3,265隻であったのが、 2003年には4,154隻と急増し、
1日当り十数隻の台湾船が石垣島を経由していることになる。
23)『聯合報』 (2004年 1月28日）。
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24)『中国時報』 (2004年2月3日）。
25)石田浩「陳水扁政権の一年を検証する」（『現代台湾研究』第21号、 2001年3月）を参照されたい。
26)参加者数はメディアにより大きく異なったが、 2月28日の与党の集会に匹敵する人数が参加した。
『産経新聞』 (3月14日）は230万人（連戦・国民党主席の演説）、『朝日新聞』 (3月14日）は100万人
（与党も100万人集会）、『毎日新聞』 (3月14日）は25県市で300万人（主催者側発表、与党は南部高雄
で100万人集会）、『読売新聞』 (3月14日）は25県市で350万人（主催者発表、掲載写真は国民党中央委
員会ビルからの撮影、与党は南部高雄で50万人集会）。
27)各メディアによる参加者数は異なる。『読売新聞』『毎日新聞』『産経新聞』 (2月29日）は150万人参
加（主催者発表）、『朝日新聞』 (2月29日）は200万人（主催者集計）、『日本経済新聞』 (2月29日）は
150万-200万人、『聯合報』 (2月29日）は100万人以上、『自由時報』 (2月29日）は200万人以上であ
る。
28)「新十大建設に関する報告」（『台湾週報』第2127号、 2004年1月22日） p.8---12。
29)『台湾週報』（第2135号、 2004年3月18日） p.8。
30)台湾メディアには一定の政治的傾向があり、どのメディアの民意調査が信用できるかは明確にはい
えない。ただ、時系列で民意調査を見ると、前出の表 1のようにその一般的傾向は窺えるし、最近の
メディアは民意調査の中身についても報道するようになった。例えば、『聯合報』 (2004年 2月2日）
は1月28日---30日に電話アンケートを実施し、対象者1,510人、回答拒否者676人である。『聯合報』
(2004年2月14日）は 2月11日---13日に実施し、対象者1,250人、回答拒否者649人である。
31)近年、エスニック・グループの人口比は発表されなくなったが、過去のデータに基づいた推計値は
出されている。例えば、『TIME』（中英文版、 2004台湾総統大選特別報道、 2004年3月）によれば、
外省人は14%(320万人）である。
32)『台湾通信』（第2138号、 2004年4月8日） p.16。
33)『毎日新聞』 (2003年3月14日）。
34)船橋洋一「黒潮と黒船の渦、海邦日本」（『朝日新聞』 2004年1月29日）、平松茂雄「歯止めなき中国
の海洋覇権活動」（『産経新聞』 2004年2月7日）。
35) 5月20の総統就任式での演説はこの点を非常に曖昧にし、独立志向住民の多くは落胆したと言われ
ている。
36)陳総統は「三通と引き換えに台湾を売り渡すことはできない」と述べている。「台湾の尊厳と安全保
障は三通に優先する」（『台湾週報』第2132号、 2004年2月26日） p.6、原文は「不能為了三通出売台湾」
である。
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